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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
2024年３月期

中間連結会計期間
2025年３月期

中間連結会計期間
2024年３月期

会計期間
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

売上高 （百万円） 1,195,902 1,266,460 2,414,937

経常利益 （百万円） 427,508 442,924 787,228

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益
（百万円） 301,439 294,117 520,140

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 545,349 665,010 746,804

純資産額 （百万円） 4,375,061 4,886,187 4,424,073

総資産額 （百万円） 5,092,909 5,636,024 5,147,974

１株当たり中間（当期）純

利益金額
（円） 149.65 147.83 259.41

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） 149.52 147.68 259.13

自己資本比率 （％） 82.9 83.3 82.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 380,547 451,889 755,183

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △695,226 △235,235 △1,099,208

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △193,471 △230,293 △369,466

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高
（百万円） 785,544 604,073 590,135

　 （注）当社は中間連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していま

せん。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。なお、主要な関係会社の異動は、以下のとおりです。

 

［電子材料事業］

　当社の持分法適用関連会社であった三益半導体工業（株）は、株式の追加取得により、当中間連結会計期間におい

て、当社の連結子会社となりました。なお、同社の資本金の額が当社の資本金の額の100分の10以上に相当するた

め、同社は当社の特定子会社に該当します。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績

当中間連結会計期間において、米連邦準備理事会が金融引き締めからの転換を開始し、米国景気の軟着陸が期

待されるようになりました。EUも金融緩和に舵を切りました。中国がようやく景気対策として金融措置を講じま

したが、供給過剰が政策の一環としてなされているかのようで輸出は収まりませんでした。貿易摩擦と地政学的

リスクが高まっており、注意は怠れません。そのような情況の中にあって当社は、顧客との意思疎通を密に保

ち、求められる品質の製品を安定供給し、機敏な販売を遂行しました。その結果、営業利益は四半期ベースで前

年同期に対し１２％の増益となり、経常利益は為替変動がありながらも６％の増益（同じく四半期ベース）とな

りました。純利益では若干の減益となりましたが、その主因は海外子会社からの配当を今期から実施したことに

基づく税金費用の一時的な増加です。今後とも引き続き、業績の伸長に取り組んでいきます。そのためにも、顧

客にとって価値ある製品の開発を急ぎ、かつ顧客と市場からの要望・需要に適時に応えられるよう、中長期の展

望を持って、投資を実施していきます。

 

当中間連結会計期間の業績は、売上高は、前年同期に比べ5.9％（705億５千８百万円）増加し、１兆2,664億６

千万円となりました。営業利益は、前年同期に比べ6.2％（237億８千４百万円）増加し、4,057億３百万円とな

り、経常利益は、前年同期に比べ3.6％（154億１千６百万円）増加し、4,429億２千４百万円となりました。ま

た、親会社株主に帰属する中間純利益は、前年同期に比べ2.4％（73億２千２百万円）減少し、2,941億１千７百

万円となりました。

セグメントごとの状況は以下のとおりです。

[生活環境基盤材料事業]

塩化ビニルに関しては、４～６月において主要地域で価格が上昇し、７～９月でさらに水準の改善ないし維持

をすることができました。か性ソーダについては、４～６月で値上げを実施しましたが、７～９月では一進一退

となりました。

その結果、当セグメントの売上高は、前年同期に比べ3.8％（184億４千万円）増加し、5,094億６百万円とな

り、営業利益は、前年同期に比べ7.9％（131億２千４百万円）減少し、1,521億６千７百万円となりました。

[電子材料事業]

半導体市場は、最先端品において一部回復が見られたものの、全体としては底打ちからの回復はまだらに推移

しています。そのような事情のなか、伸びの強い市場にシリコンウエハー、フォトレジスト、マスクブランクス

等の半導体材料を出荷することに注力しました。希土類磁石は、堅調なハードディスクドライブ用の需要に応え

る一方、車載市場への拡販に努力しました。

その結果、当セグメントの売上高は、前年同期に比べ9.3％（396億５千３百万円）増加し、4,644億９千３百

万円となり、営業利益は、前年同期に比べ21.1％（325億８千５百万円）増加し、1,867億８千８百万円となりま

した。

[機能材料事業]

汎用製品群で中国経済の不振に起因する在庫調整や市況軟化が続きましたが、機能性の高い製品群の販売に引

き続き注力し、収益を補うことに努めました。

その結果、当セグメントの売上高は、前年同期に比べ4.9％（105億３千３百万円）増加し、2,260億２千４百

万円となり、営業利益は、前年同期に比べ4.0％（20億６千６百万円）増加し、538億３千２百万円となりまし

た。
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[加工・商事・技術サービス事業]

半導体ウエハーケースは半導体産業の在庫調整の進捗が発注高に表れてきました。自動車用入力デバイスは地

域により濃淡はありますが、全体として需要が堅調に推移しました。また、事務機器用ローラも、買い替え需要

を捉え、拡大しました。

その結果、当セグメントの売上高は、前年同期に比べ3.0％（19億３千１百万円）増加し、665億３千５百万円

となり、営業利益は、前年同期に比べ24.8％（29億６千４百万円）増加し、149億２千２百万円となりました。

 

（２）財政状態

　当中間連結会計期間末（以下「当中間期末」という。）の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期末」とい

う。）に比べて4,880億５千万円増加し、５兆6,360億２千４百万円となりました。主に円安の影響を受け在外連

結子会社資産の円換算額が増加したこと、設備投資により有形固定資産が増加したことによるものです。

　当中間期末負債合計額は、前期末に比べ259億３千５百万円増加し、7,498億３千６百万円となりました。主に

円安の影響を受け在外連結子会社負債の円換算額が増加しました。

　当中間期末純資産は、前期末に比べ4,621億１千４百万円増加し、４兆8,861億８千７百万円となりました。主

な増減内訳は、親会社株主に帰属する中間純利益2,941億１千７百万円、円安に伴う為替換算調整勘定の増加

3,454億１千８百万円、減少として自己株式の取得1,000億３百万円、配当金の支払998億２百万円です。

　その結果、自己資本比率は、前期末に比べ0.6ポイント上昇し、83.3％となりました。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、6,040億７千３百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ139億３千８百万円増加しました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間の営業活動の結果得られた資金は、4,518億８千９百万円（前年同期比713億４千２百万円

の増加）となりました。これは、税金等調整前中間純利益4,502億５千５百万円、減価償却費1,084億２千１百万

円などで資金が増加した一方、法人税等の支払額987億５千７百万円などで資金が減少したことによるもので

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間の投資活動の結果使用した資金は、2,352億３千５百万円（前年同期比4,599億９千１百万

円の減少）となりました。これは、有形固定資産の取得による支出2,578億５千１百万円などによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間の財務活動の結果使用した資金は、2,302億９千３百万円（前年同期比368億２千２百万円

の増加）となりました。これは、配当金の支払額998億２百万円、自己株式の取得による支出1,000億３百万円な

どによるものです。

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）が優先的に対処すべき

事業上及び財務上の課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

　当中間連結会計期間における当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発費は33,822百万円です。なお、

当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000,000

計 8,000,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,001,691,765 2,001,691,765

㈱東京証券取引所

　プライム市場

㈱名古屋証券取引所

　プレミア市場

単元株式数

100株

計 2,001,691,765 2,001,691,765 － －

 

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　2024年４月１日

～2024年９月30日
－ 2,001,691 － 119,419 － 120,771
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀
行㈱（信託口）

東京都港区赤坂1-8-1 366,677 18.52

㈱日本カストディ銀行（信託
口）

東京都中央区晴海1-8-12 142,051 7.18

日本生命保険相互会社
（常任代理人 日本マスタート

ラスト信託銀行㈱）

東京都千代田区丸の内1-6-6
（東京都港区赤坂1-8-1）

76,765 3.88

JP MORGAN CHASE BANK 385632

（常任代理人 ㈱みずほ銀行　

決済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF, 

LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM

（東京都港区港南2-15-1）

59,166 2.99

㈱八十二銀行
（常任代理人 日本マスタート

ラスト信託銀行㈱）

長野県長野市大字中御所字岡田178-8

（東京都港区赤坂1-8-1）
58,953 2.98

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505001

（常任代理人 ㈱みずほ銀行　

決済営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1,

BOSTON, MASSACHUSETTS

（東京都港区港南2-15-1）

56,946 2.88

 明治安田生命保険相互会社
（常任代理人 ㈱日本カスト

ディ銀行）

東京都千代田区丸の内2-1-1
（東京都中央区晴海1-8-12）

53,439 2.70

GOVERNMENT OF NORWAY

（常任代理人 シティバンク、

エヌ・エイ東京支店）

BANKPLASSEN 2, 0107 OSLO 1 OSLO

0107 NO

（東京都新宿区新宿6-27-30）

38,006 1.92

STATE STREET BANK WEST

CLIENT - TREATY 505234

（常任代理人 ㈱みずほ銀行　

決済営業部）

1776 HERITAGE DRIVE， NORTH

QUINCY， MA 02171，U．S．A．

（東京都港区港南2-15-1）
36,439 1.84

JP MORGAN CHASE BANK 385781

（常任代理人 ㈱みずほ銀行　

決済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF, 

LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM

（東京都港区港南2-15-1）

27,566 1.39

計 － 916,011 46.27

       （注）2024年４月22日付けでキャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニーより提出され、
　　　　　　　公衆の縦覧に供されている大量保有報告書に関する変更報告書において、2024年４月15日現在、同社
　　　　　　　及び同社の共同保有者計３社で88,524千株（株券等保有割合4.42％）を保有している旨、記載されて
　　　　　　　いますが、当社として2024年９月30日現在における実質所有状況の確認ができませんので、上記大株
　　　　　　　主の状況は株主名簿の記載内容に基づいて記載しています。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 22,041,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,978,653,900 19,786,539 －

単元未満株式 普通株式 996,265 －
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  2,001,691,765 － －

総株主の議決権  － 19,786,539 －

　（注）「完全議決権株式（自己株式等）」の欄は、全て当社保有の自己株式です。

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

信越化学工業

株式会社

東京都千代田区丸の内

一丁目４番１号
22,041,600 － 22,041,600 1.10

計 － 22,041,600 － 22,041,600 1.10

（注）2024年５月17日開催の取締役会決議に基づき、16,695,900株（99,999百万円）の自己株式を決議上限
まで取得しており、12月６日に消却予定です。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しています。

 

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けています。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,698,999 1,814,531

受取手形、売掛金及び契約資産 481,812 549,904

有価証券 20,710 6,611

棚卸資産 ※ 720,646 ※ 735,264

その他 121,389 115,170

貸倒引当金 △7,049 △7,271

流動資産合計 3,036,509 3,214,212

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具（純額） 860,903 945,200

建設仮勘定 454,975 587,650

その他（純額） 430,698 527,103

有形固定資産合計 1,746,577 2,059,954

無形固定資産 10,195 35,025

投資その他の資産   

投資その他の資産 360,821 332,647

貸倒引当金 △6,129 △5,815

投資その他の資産合計 354,692 326,831

固定資産合計 2,111,465 2,421,811

資産合計 5,147,974 5,636,024
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 161,364 174,754

短期借入金 10,386 11,485

未払法人税等 73,140 75,270

引当金 5,363 6,022

その他 270,141 248,823

流動負債合計 520,395 516,356

固定負債   

長期借入金 13,913 8,360

退職給付に係る負債 32,571 34,301

その他 157,019 190,818

固定負債合計 203,505 233,480

負債合計 723,901 749,836

純資産の部   

株主資本   

資本金 119,419 119,419

資本剰余金 127,894 127,874

利益剰余金 3,520,355 3,714,252

自己株式 △24,292 △122,808

株主資本合計 3,743,377 3,838,738

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 40,518 36,916

繰延ヘッジ損益 △2,919 △1,254

為替換算調整勘定 466,438 811,856

退職給付に係る調整累計額 10,507 9,653

その他の包括利益累計額合計 514,545 857,171

新株予約権 4,841 4,703

非支配株主持分 161,308 185,574

純資産合計 4,424,073 4,886,187

負債純資産合計 5,147,974 5,636,024
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 1,195,902 1,266,460

売上原価 711,376 747,481

売上総利益 484,526 518,978

販売費及び一般管理費 ※１ 102,607 ※１ 113,274

営業利益 381,919 405,703

営業外収益   

受取利息 28,368 44,542

為替差益 13,084 -

その他 8,072 7,227

営業外収益合計 49,526 51,770

営業外費用   

為替差損 - 9,439

その他 3,937 5,109

営業外費用合計 3,937 14,549

経常利益 427,508 442,924

特別利益   

段階取得に係る差益 ※２ - ※２ 5,421

投資有価証券売却益 12,349 1,909

特別利益合計 12,349 7,331

税金等調整前中間純利益 439,857 450,255

法人税、住民税及び事業税 111,897 116,529

法人税等調整額 5,773 15,478

法人税等合計 117,671 132,008

中間純利益 322,186 318,247

非支配株主に帰属する中間純利益 20,746 24,130

親会社株主に帰属する中間純利益 301,439 294,117
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 322,186 318,247

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 4,717 △3,647

繰延ヘッジ損益 △2,949 1,681

為替換算調整勘定 220,447 348,920

退職給付に係る調整額 409 △870

持分法適用会社に対する持分相当額 537 677

その他の包括利益合計 223,163 346,762

中間包括利益 545,349 665,010

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 521,798 636,743

非支配株主に係る中間包括利益 23,550 28,266
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 439,857 450,255

減価償却費 108,098 108,421

投資有価証券売却損益（△は益） △12,349 △1,909

受取利息及び受取配当金 △30,932 △46,591

為替差損益（△は益） △4,956 22,460

売上債権の増減額（△は増加） △31,477 △4,657

棚卸資産の増減額（△は増加） △6,002 32,051

仕入債務の増減額（△は減少） △28,574 △24,754

その他 11,076 △29,429

小計 444,739 505,846

利息及び配当金の受取額 30,385 45,339

利息の支払額 △694 △538

法人税等の支払額 △93,882 △98,757

営業活動によるキャッシュ・フロー 380,547 451,889

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △533,029 61,726

有価証券の売却及び償還による収入 22,000 -

投資有価証券の取得による支出 △1,474 △4,746

投資有価証券の売却及び償還による収入 16,272 3,162

有形固定資産の取得による支出 △197,335 △257,851

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
- △33,411

その他 △1,659 △4,114

投資活動によるキャッシュ・フロー △695,226 △235,235

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △770 501

長期借入れによる収入 10 456

長期借入金の返済による支出 △2,096 △6,730

自己株式の取得による支出 △60,729 △100,003

配当金の支払額 △110,965 △99,802

その他 △18,919 △24,714

財務活動によるキャッシュ・フロー △193,471 △230,293

現金及び現金同等物に係る換算差額 46,350 27,577

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △461,800 13,937

現金及び現金同等物の期首残高 1,247,344 590,135

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 785,544 ※ 604,073
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1)連結の範囲の重要な変更

　当中間連結会計期間より、持分法適用関連会社であった三益半導体工業株式会社は、株式の追加取得

により連結の範囲に含めています。

(2)持分法適用の範囲の重要な変更

　当中間連結会計期間より、持分法適用関連会社であった三益半導体工業株式会社は、株式の追加取得

により連結の範囲に含めたため、持分法適用の範囲から除外しています。

 

 

 

（会計方針の変更）

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）、「包括利益の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号　2022年10月28日）及び、「税効果会計に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日）を当中間連結会計期間の期首から適用しています。

これによる、中間連結財務諸表への影響はありません。

 

（グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46号

2024年３月22日）を当中間連結会計期間の期首から適用しています。なお、当該実務対応報告第７項を適用し

ているため、当中間連結財務諸表においては、グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等を計上していま

せん。

 

 

 

（中間連結貸借対照表関係）

※　棚卸資産の内訳は次のとおりです。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

商品及び製品（半製品を含む） 295,388百万円 306,089百万円

仕掛品 23,286 23,784

原材料及び貯蔵品 401,971 405,390

 

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主なものは、次のとおりです。

 
 前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

発送費 29,005百万円 34,619百万円

 

※２　段階取得に係る差益の内容は次のとおりです。

 
 前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

段階取得に係る差益 ―

持分法適用関連会社であっ

た三益半導体工業株式会社

の株式追加取得に伴い、同

社を連結子会社としたこと

により発生したものです。
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

です。

 
前中間連結会計期間

（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金及び預金勘定 1,678,432百万円 1,814,531百万円

有価証券勘定 41,080 6,611

預入期間がおおむね３カ月を超える定期預金 △919,888 △1,215,458

株式及び満期日または償還日までの期間がおおむね

３カ月を超えるコマーシャルペーパー、債券等
△14,080 △1,611

現金及び現金同等物 785,544 604,073

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

（注）
基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 110,965 275 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

 
（注）2023年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行いました。上記の2023年６月29日定時

株主総会決議による「１株当たり配当額」は、当該株式分割前の実際の金額を記載しています。

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年10月27日

取締役会
普通株式 100,276 50 2023年９月30日 2023年11月21日 利益剰余金

 
 

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月27日

定時株主総会
普通株式 99,802 50 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月25日

取締役会
普通株式 104,921 53 2024年９月30日 2024年11月19日 利益剰余金
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（セグメント情報）

　【セグメント情報】

　 Ⅰ 前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）
 
    １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額

（注）

中間連結

損益計算書

計上額

（注）
 

生活環境基盤

材料事業
電子材料事業 機能材料事業

加工・商事・

技術サービス

事業

計

売上高        

外部顧客への

売上高
490,966 424,840 215,491 64,604 1,195,902 － 1,195,902

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

2,757 3,557 13,000 72,638 91,953 (91,953) －

計 493,723 428,397 228,491 137,242 1,287,855 (91,953) 1,195,902

セグメント利益 165,291 154,203 51,766 11,958 383,219 (1,300) 381,919

（注）セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っており、「調整額」は、セグメント間取引消

去によるものです。

 

    ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

    　該当事項はありません。

 

　 Ⅱ 当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）
 
    １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額

（注）

中間連結

損益計算書

計上額

（注）
 

生活環境基盤

材料事業
電子材料事業 機能材料事業

加工・商事・

技術サービス

事業

計

売上高        

外部顧客への

売上高
509,406 464,493 226,024 66,535 1,266,460 - 1,266,460

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

2,146 1,901 7,209 81,706 92,964 (92,964) -

計 511,552 466,395 233,234 148,242 1,359,425 (92,964) 1,266,460

セグメント利益 152,167 186,788 53,832 14,922 407,710 (2,006) 405,703

（注）セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っており、「調整額」は、セグメント間取引消

去によるものです。

 

    ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

    　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

　　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

　　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 

生活環境基盤
材料事業

電子材料事業 機能材料事業
加工・商事・
技術サービス

事業

外部顧客への売上高      

国内で生産 63,007 339,695 135,272 47,843 585,818

海外で生産 427,959 85,145 80,219 16,760 610,084

計 490,966 424,840 215,491 64,604 1,195,902

 

　　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 

生活環境基盤
材料事業

電子材料事業 機能材料事業
加工・商事・
技術サービス

事業

外部顧客への売上高      

国内で生産 56,269 380,141 141,760 49,374 627,546

海外で生産 453,136 84,351 84,264 17,160 638,913

計 509,406 464,493 226,024 66,535 1,266,460
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりです。

 

前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間

（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

（１）１株当たり中間純利益金額 149円65銭 147円83銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する中間純利益金額

　（百万円）
301,439 294,117

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する

　中間純利益金額（百万円）
301,439 294,117

　普通株式の期中平均株式数（千株） 2,014,338 1,989,589

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 149円52銭 147円68銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する中間純利益調整額

　（百万円）
△36 △29

　　（うち子会社新株予約権調整額）（百万円） (△36) (△29)

　普通株式増加数（千株） 1,437 1,863

　　（うち新株予約権）（千株） (1,437) (1,863)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

　　　――――― 　　　―――――

 

 

 

２【その他】

　2025年３月期（第148期）中間配当につき次のとおり取締役会において決議しました。

① 決議年月日 　2024年10月25日

② 中間配当金の総額 　 104,921百万円

③ １株当たり中間配当金 　　　 　　53円
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

　　　　2024年11月12日

信越化学工業株式会社

取締役会　御中
 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 剣持　宣昭

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 金澤　　聡

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 川脇　哲也

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている信越化学工業

株式会社の２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（２０２４年４月１日

から２０２４年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、信越化学工業株式会社及び連結子会社の２０２４年９月３０日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記
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事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財

務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日ま

でに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論

に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

 

以　上

 

（注）１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管し

ています。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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